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資料３ 延焼遮断帯判定基準の設定                 

（１）旧計画の判定基準と見直しの理由 

旧計画における延焼遮断帯の判定は、「都市防災施設基本計画」に示された定性的な延焼遮

断帯に必要とされる道路幅員と沿道の不燃化状況の関係を、その後の知見を踏まえて定量化

した判定基準と、東京消防庁が平成３年度に実施した「焼け止まり効果測定」注１）の結果を

利用して行われていました。 

東京消防庁の測定は、実際の市街地状況をもとにした延焼シミュレーションを用いて実施

したものであり、測定の考え方は、旧建設省の総合技術開発プロジェクト「都市防火対策手

法の開発」の延焼遮断判定手法が用いられました。 

延焼遮断帯の判定基準については、延焼シミュレーション技術が発展したこと、阪神・淡

路大震災において明らかになった準耐火・耐火建築物の耐震防火性能に関する知見等を背景

として、見直しが必要となりました。 

 

（２）新たな判定基準の策定方法 

新たな判定基準の策定には、東京消防庁の延焼シミュレーションシステムを用いています。 

この延焼シミュレーションシステムは、阪神・淡路大震災の市街地火災の事例から、準耐

火・耐火建築物の延焼性状を考慮して、火災の拡大状況をシミュレーションするものです。 

このシステムを用いて、本計画における延焼遮断帯（道路のみ）の焼け止まり効果の測定

を行い注２）、そのシミュレーション結果と沿道の不燃化率により、道路幅員ごとに延焼を遮断

できる沿道の不燃化率を導きました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
注１）「地震時における焼け止まり効果の測定に関する調査研究」（平成４年３月 東京消防庁） 
注２）「東京都の地震時における路線別焼け止まり効果測定（第３回）」（平成 15 年３月 東京消防庁） 
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延焼シミュレーションシステムを活用した延焼遮断判定手法の概要 

 

東京消防庁による延焼シミュレーションシステムの建物や道路等の地図データは、東京都都市計画局地

理情報システムを用いており、延焼速度式は平成 13 年の火災予防審議会で答申された東消式 2001（準耐

火・耐火造建築物を考慮した延焼速度式）を用いています。 

延焼遮断判定手法は、下図に示すように、延焼シミュレーションによる同時延焼領域の輻射熱と気流温

度を計算し、受熱側での判定を行うものです。同時延焼領域が火災の進展とともに変化するので、着火判

定を動的に行っており、最終的に受熱側建物の表面温度が着火判定温度（220℃）に達した場合に延焼突

破するものと判定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

図資３  延焼シミュレーションによる延焼遮断判定のイメージ 

 

阪神・淡路大震災に伴う火災では、比較的狭い道路でも延焼遮断効果が見られるケースがあり、従来あ

まり効果がないといわれていた 20m 未満の幅員でも、かなり延焼が遮断されている状況がありました。こ

の件について延焼遮断判定手法との関係について調査が行われ、 

  ① 算定式による火炎高さ（輻射面の高さ）が実際より高い傾向にあり、平均して 1.76 倍高く 

   計算されていた 

  ② 火炎高さの測定値を利用したうえで、延焼遮断判定手法を適用すると、基本的に延焼遮断 

   判定は正しい結果を導いた 

ことが分かりました。 

また、近年建築されている防火建築物の中には、ツーバイフォー住宅など防火性能が優れていると考え

られる新建築工法による建築物があり、これらの建築物の効果についての検討がなされ、延焼速度式の改

良が行われています。 

これらにより、延焼遮断判定における輻射熱や気流熱への影響については、前述の火炎高さの補正を行

い、さらに準耐火を含む耐火建築物や新建築工法による建築物の燃焼速度に対する補正が行われていま

す。  
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（３）新たな判定基準 

新たに設定した判定基準は以下のとおりです。 

 

延焼遮断帯判定基準 

道路 (１)幅員 27m 以上 

幅員 24m 以上 27m 未満   不燃化率 40％以上 

幅員 16m 以上 24m 未満   不燃化率 60%以上 

幅員 11m 以上 16m 未満   不燃化率 80%以上 

のいずれかに相当する路線 

 (２)全延長について、耐火建物の多い地域や避難場所の中を通過するか、または接し

ている区間 

鉄道・河川 道路の判定基準と同様とする 

 

注：判定の単位は、都市計画道路については事業区分、その他の道路・鉄道・河川については防災生活圏の１辺

単位とする。 

不燃化率 ＝ 耐火造率 ＋ 準耐火造率×0.8 

      耐火造率、準耐火造率はそれぞれ全建築物面積に対する耐火造、準耐火造建物面積の割合 

不燃化率を把握する沿道幅は 30m とする。 

 




